
1．重要な会計方針

　(1)固定資産の減価償却

　　  減価償却法については、定率法とする。

　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物及び本部会館の建物は定額法とする。

　(2)引当金の計上基準

　　　退職給付引当金については、期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上する。

      賞与引当金については、翌期支給見込額のうち当期負担分を計上する。

　(3)消費税等の会計処理

　　　税込方式による。

2.特定資産の増減額およびその残高

　特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産 34,444,958 3,710,000 0 38,154,958

減価償却引当資産 540,900,000 17,000,000 0 557,900,000

修繕積立資産 164,814,630 0 52,400,439 112,414,191

中古住宅流通活性化積立資産 9,000,000 0 3,000,000 6,000,000

建物 242,575,628 9,981,645 17,923,720 234,633,553

土地 91,900,000 0 0 91,900,000

合　　　計 1,083,635,216 30,691,645 73,324,159 1,041,002,702

3.特定資産の財源等の内訳

　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

特定資産

退職給付引当資産 38,154,958 ( － ) ( － ) ( 38,154,958)

減価償却引当資産 557,900,000 ( 0) ( 557,900,000) ( － )

修繕積立資産 112,414,191 ( 0) ( 112,414,191) ( － )

中古住宅流通活性化積立資産 6,000,000 ( 0) ( 6,000,000) ( － )

建物 234,633,553 ( 0) ( 234,633,553) ( － )

土地 91,900,000 ( 0) ( 91,900,000) ( － )

合　　　計 1,041,002,702 ( 0) ( 1,002,847,744) ( 38,154,958)

4.固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 721,744,837 487,111,284 234,633,553

什器備品 13,432,985 13,432,965 20

合　　計 735,177,822 500,544,249 234,633,573

財務諸表に対する注記


